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諸　　言

　日本は ₂人に ₁人ががんに罹り ₃人に ₁人がそのがん
で亡くなるという世界一がんの多い国となった₁  ， ₂）．が
んは日本国民の生命と健康にとって重大問題とされ，₂₀₀₆
年にはがん対策基本法が制定されている₃）．その基本理
念は「がん患者の置かれている状況に応じ，本人の意向
を十分尊重してがんの治療方法等が選択されるようがん
医療を提供する体制の整備がなされること．」とされる．

日本のがん診療技術は世界的にも優れており，がん生存
者数は₁₀₀₀人当たり₁₂．₂人と先進国中でも多い₄）．一方
で患者本人が自らの意向を決定するに十分な情報が得ら
れているかどうかは疑問が残る．
　根治不能ながんを持った患者にとって「死の話題」は
避けて通ることができない重要問題である．一方で医療
者ががん患者に死の話題を詳細に告げることは困難を伴
う．根治不能ながん患者の最期の場面で蘇生処置をする
べきか否かについての確認は，患者本人からではなく，
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原　　著

根治不能がん患者さんご本人からの蘇生不要 

（Do Not Resuscitate; DNR）確認は必要か 

－横浜市立大学附属病院における，医療者アンケート調査の結果－
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要　旨：医療者ががん患者に死の話題を詳細に告げることは困難を伴うとされ，根治不能ながん患者
の最期の場面で蘇生処置をするべきか否かについての確認は，患者本人からではなく，患者の家族と
の話し合いの中で決定されていることが多い．今回我々は横浜市立大学附属病院の医療スタッフに対
して根治不能ながん患者に対するDNR確認の要否に関するアンケート調査を施行した．その結果を
報告する．横浜市立大学附属病院でがん診療に関わる医師，看護師，薬剤師₅₂₁人を対象とし，回収
率は₉₂. ₁ ％であった．内訳は医師₁₇₁人，看護師₂₈₅人，薬剤師₂₄人であった．根治不能ながん患者
本人からDNRの確認が必要であるかという質問には，医師，看護師の₉₈％が必要と回答し，不要の
解答は ₁ ％に過ぎなかった．医療者の₇₀％以上がDNRを「患者自身が医療者に向けた命令」である
と捉えており，患者自身からのDNR確認の実現に向けて医療者自身の努力がなされなければならない．
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